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■ 主な検討項目 

  (1)  周波数の使用方法の見直し 

 現行の周波数利用は、200/100kHzを基
本とする単位チャネルを利用しているが、低
速通信ニーズにも対応し、周波数利用効率の
向上を図るため、単位チャネル内における狭
帯域の周波数の柔軟な利用が可能となるよう
周波数の使用方法を見直すことを検討。 

  (2)  その他技術基準の見直し 

 多様化する利用ニーズ等を踏まえ、更なる
利便性向上に向けて、電波の型式、送信時間
制限及び空中線利得等の技術基準を見直すこ
とを検討。 

■ 検討背景 

  920MHz帯の小電力無線システムにおいては、平成23年に制度化され、移動体識別やスマートメー
ター等に広く利用されつつある。 

 近年、多様化するセンサーネットワークの構築に向け、広帯域の周波数利用だけでなく、センサーの検
知情報等の低速通信利用ニーズも拡大しつつあり、特に920MHz帯においては、装置の小型化と伝搬特性
の特長から利活用が注目されており、様々な無線システムの開発やサービスの検討が進められている。 

 こうした多様化する通信ニーズ等を踏まえ、920MHz帯の小電力無線システムの高度化について、情報
通信審議会諮問第2009号（※）に基づき、既存システムとの周波数共用を図りつつ、狭帯域な周波数の使
用方法、送信時間制限や空中線利得等の必要な技術的条件の見直しの検討を行う。 

920MHz帯小電力無線システムの高度化に係る技術的条件の検討 

※ 情報通信審議会諮問第2009号「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」（平成14年9月30日諮問） 

■ 検討状況 

平成28年11月10日 第33回陸上無線通信委員会 
・検討開始及び作業班設置 

11月24日 第1回作業班 
・検討事項及び検討の進め方 
・新たな利用ニーズ 

12月6日 第2回作業班 
・技術基準の見直し案の検討 

12月20日 第3回作業班 
・技術基準の見直し案の検討 
・測定方法の検討 

平成29年1月26日 第4回作業班 
・技術基準の見直し案の検討 
・報告書案の取りまとめ 

2月6日 第35回陸上無線通信委員会 
・報告書案の取りまとめ 
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920MHz帯小電力無線システムの利用概要 

915 
MHz 

1W 

250mW 

20mW 

1mW 
916 923.4 920.6 919.2 

パッシブ系 

アクティブ系 

特定小電力無線局 

930 

250mW 

構内無線局 

特定小電力無線局 

928 
特定小電力無線局 

簡易無線局 

周波数配置 

※ 使用周波数は、単チャネルを基本とし、最大5チャネル
（構内無線局は最大3チャネル）の結束利用が可能。 

945 930 960 915 900 890 

携帯電話（↓） 携帯電話（↓） 携帯電話（↑） MCA（↑） 航空無線航行 ＲＦＩＤ等 

［ＭＨｚ］ 

GB GB 

GB ： ガードバンド 

単位チャネル（100kHz） 

単位チャネル（200kHz） 

940 

例  ・物流管理 

例   ・荷物の積込み 
        ・入庫管理 
        ・集配、回収業務 

屋内外、ハンディ
型の利用 

例   ・森林監視 
       ・橋梁の損傷管理 
       ・大気計測 

屋外の長距離伝送
等の利用 

スマートメータ等
の利用 

例   ・電力モニタリング 
       ・ガス自動検針 

例   ・位置情報支援 
       ・空調管理 
       ・ホームセキュリティ 

在宅管理等の
利用 

○構内無線局（免許、登録） 

・空中線電力：１W 
・周波数帯：916.7～920.9MHz 

○特定小電力無線局（免許不要） 

・空中線電力：250mW 
・周波数帯：916.7～923.5MHz 

○簡易無線局（免許、登録） 

・空中線電力：250mW 
・周波数帯： 920.5～923.5MHz 

○特定小電力無線局（免許不要） 

・空中線電力：20mW 
・周波数帯： 920.5～928.1MHz 

○特定小電力無線局（免許不要） 

・空中線電力：１mW 
・周波数帯： 915.9～929.7MHz 

アクティブ系無線システム パッシブ系無線システム 

工場等の構内での
利用 

無線局数の推移 

H23 H24 H25 H26 H27 

構内無線局 
（1Ｗ） 

162 1,910 4,522 6,017 

特定小電力無線局 
（250mW） 

2,000 22,774 4,053 2,550 5,845 

H23 H24 H25 H26 H27 

簡易無線局 
（250mW） 

21 159 180 208 

特定小電力無線局 
（1mW, 20mW） 

3,111 92,995 183,398 3,341,550 4,840,828 

パッシブ系無線システム 

アクティブ系無線システム 

※ 免許・登録の無線局数は各年度末における総局数。  
※ 特定小電力無線局（免許不要局）は、電波の利用状
況調査による各年度毎の出荷台数を計上。 
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920MHz帯小電力無線システムにおける新たな利用ニーズ 

■ LPWAシステムの利用 

携帯電話(3G/4G) 無線LAN 

Wi-SUN, BLE, 
ZigBee etc. LPWA (SIGFOX, LoRa, ...) 

1m 10m 1km 100m 通信距離 

消費電力 
/通信速度 

低 

高 IoT社会の実現に向け、低消費電力（長寿命）

で広いカバーエリアを持つ低コストの無線シス

テムが求められており、LPWA (Low Power Wide 
Area) として様々な規格が提案されている。 

「超多数同時接続」がターゲット 

システム 
SIGFOX LoRa 

上り 下り 上り／下り 

使用周波数 800-900MHz 433MHz, 800-900MHz 

変調方式 SSB-SC ＋ D-BPSK ISB ＋ GFSK チャープ方式の周波数拡散 FSK 

通信速度 100bps 600bps 250bps～50kbps程度 

使用周波数の幅 100Hz 800Hz 125kHz 250kHz 

空中線電力 20mW 250mW 250mW, 20mW 

通信範囲 数km～数十km 数km～十数km 

諸外国の利用状況 26か国で展開 LoRa Allianceで規格化。16地域で展開 

■ 920MHz帯における主なLPWAシステム 

■ 技術基準の見直し要望等 

  SIGFOX方式については、使用周波数幅が狭帯域であるため、現行の単位チャネル内の周波数使用方法の見直しについて要望。 
   （なお、LoRa方式の無線システムについては、現行の技術基準に対応している。） 

  また、IoT社会に向けて、今後、LPWAシステム等の電気通信サービスの展開により、多様な通信ネットワーク構成が想定され、アクティ
ブ型小電力無線システムのうち、免許局／登録局（空中線電力：250mW以下）における電気通信事業用としての利用について要望。 
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920MHz帯小電力無線システムの技術基準の見直しの検討① 

■ 狭帯域周波数の使用方法の見直し内容 

単位チャネル(200kHz） 

（時間） 

基地局受信イメージ 

♯1 

♯2 

♯3 

♯2 

【現行のアクティブ系の周波数利用】 

基地局 

#1 

#2 

#3 

（時間） 

単位チャネル(200kHz） 

♯1～♯XXX 

基地局受信イメージ 
（周波数） （周波数） 

【新たな狭帯域の周波数利用】 

・・・#XXX 

基地局 

#1 

#2 

#3 

#4 

 複数の端末が同一単位チャネルを
時間軸上で共用 

 伝送情報が少ないため、狭帯域化し、柔
軟な周波数利用することにより、単位チャ
ネル内における端末間の通信の輻輳回避
を図る等、周波数利用効率を向上 

#1 

#2 #3 
#4 

#1 
#2 

#3 

#3 

 現行の周波数利用は、200/100kHzを基本とする単位チャネルを利用しているが、センサー等の位置や状態情報等の低速通信ニーズに
も対応するとともに、より周波数利用効率の向上を図るため、単位チャネルの帯域内における狭帯域の周波数の柔軟な利用が可能となる
よう周波数の使用方法を見直すことを検討。 

ｆc（中心周波数） 

単位チャネル 
（200kHz/100kHz） 

周波数の許容偏差（20ppm） 

【現行技術基準における課題】 

  現行の技術基準では、周波数の有効利用等を踏まえ、周波数の許容偏差は中心周波
数から±20×10-6（Hz）以内（20ppm：約±18.4kHz以内）の範囲内と規定。 

  一方で単一の単位チャネル（200/100kHz）内の狭帯域の周波数利用において、端末
毎に単位チャネル内において使用周波数をずらした利用により、時間軸上の周波数共
用だけでなく、周波数軸上においても周波数共用を行い、周波数利用効率の向上が可
能。 

  このため、単位チャネルの帯域内において狭帯域の周波数について、現行基準の周
波数の許容偏差により周波数の使用範囲が限定されているが、より柔軟に利用できる
よう、単位チャネル内の周波数の使用方法の見直しが必要。 

 狭帯域の周波数利用では、単位チャネルの
端から端まで周波数を利用を可能としたい 
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920MHz帯小電力無線システムの技術基準の見直しの検討② 

ｆc 
（中心周波数） 

単位チャネル（200kHz/100kHz） 

占有周波数帯幅の許容値 

周波数の許容偏差 

  狭帯域の無線システムへの対応に当たっては、以下の2案が想定される。 

  ① 単位チャネル幅（100kHz/200kHz）より更に狭いチャネル幅をチャネルとして刻む方法 
  ② 単位チャネル幅（100kHz/200kHz）内を「指定周波数帯」とし、使用の柔軟性を確保する方法 

  ①の更に狭い単位チャネルを確保することは、SIGFOXを想定した場合、周波数幅が100Hzであることから、最大約
2000のチャネルを刻むこととなり、今後の多様化する通信ニーズを踏まえると単位チャネル内での様々な占有周波
数帯幅の周波数利用が想定され、一の無線設備における複数チャネルの利用や発射する周波数の指定など、周波
数管理上、煩雑となる。 

  一方で②の指定周波数帯として単位チャンネル毎の周波数管理を行うことにより、単位チャネル内で柔軟な電波
利用が可能となり、かつ、周波数指定（管理）も特段現状と変わらないため、指定周波数帯として管理することが適
当と考えられ、現行の周波数の許容偏差に加え、単位チャネル内を指定周波数帯によることができるものとする。 

【指定周波数帯の適用】 

 ① 割当周波数は、指定周波数帯の幅の中央の値であること 
  （割当周波数は、単位チャネルの中心周波数とする。） 

 ② 指定周波数帯の幅は、占有周波数帯幅の許容値と周波数の許容偏差
の絶対値の2倍の和と等しいこと。 

  （指定周波数帯の幅は、単位チャネルの帯域幅とする。） 

  なお、既存無線システムとの周波数共用の観点から、狭帯域の周波数利用にあっても、現行基準のとおり、キャ
リアセンスは、単位チャネル幅を基準とし、かつ、隣接チャネル漏えい電力や不要発射の強度の規定を適用するこ
とで、既存の無線システムとの共用は可能である。 

※ 指定周波数帯とすることにより、現行の基準値20ppmによらず、許容偏差を
大きく取れることとなり、占有周波数帯幅の許容値は狭くすることにより、単
位チャネル内の両端まで使用する（周波数の許容偏差が大きい）ことが可能。 

■ 狭帯域周波数の使用方法の見直しの検討 
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920MHz帯小電力無線システムの技術基準の見直しの検討③ 
■ 電波の型式の見直しの検討 

■ 送信時間制限の見直しの検討 

(1) 対象システム 
    パッシブ系電子タグシステム（構内無線局及び特定小電力無線局（移動体識別用）） 

(2) 現行技術基準 
    Ｎ０Ｎ、Ａ１Ｄ、ＡＸＤ、Ｈ１Ｄ、Ｒ１Ｄ、Ｊ１Ｄ、Ｆ１Ｄ、Ｆ２Ｄ又はＧ１Ｄ 

(3) 技術基準の見直し 
    今般、ＳＡＷデバイスを利用したパルス変調方式の追加要望があり、今後の柔軟な機器開発や利用促進が可能

となるよう電波の型式を規定しないこととする。なお、送信マスクや不要発射の強度については、現行規定のとおり
とし、既存無線システムへの影響を及ぼさないものとする。 

(1) 対象システム 
    空中線電力が1mW以下のテレメータ、テレコントロール及びデータ伝送用の特定小電力無線局 

(2) 現行技術基準 
    受信回路を持たない安価なリモコンやタグシステムを利用できるようにすることを念頭に、送信出力や送信時間

を制限することでキャリアセンス不要なシステムとして規定されており、中心周波数が916MHzから928MHzのものに
ついては、送信時間100ミリ秒・休止時間100ミリ秒かつ1時間あたりの送信時間の総和が3.6秒（0.1％）以下に制限。 

(3) 技術基準の見直し 
    中心周波数が920.6MHzから928MHzまでの200kHz間隔のチャネルについて、空中線電力が1mWを超え20mW

以下の特定小電力無線局（キャリアセンス有り）と周波数共用をしており、その送信時間や休止時間の制限は、①
周波数によりパッシブ系の共用条件である送信時間4秒／休止時間50ミリ秒や、②アクティブ系の共用条件である
送信時間400ミリ秒／休止時間2ミリ秒かつ1時間当たりの送信時間が総和360秒以下として規定。 

    今後の多様な通信ニーズへの対応を見据え、中心周波数が920.6MHzから928MHzまでの200kHz間隔のチャネ
ルについて、空中線電力が1mW以下のシステムであっても、1mWを超えるシステムと同等のキャリアセンスを行う
ことを前提に、1mWを超えるシステムに適用される送信時間／休止時間及び1時間当たりの送信時間の総和を、
適用できることとする。 
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920MHz帯小電力無線システムの技術基準の見直しの検討④ 
■ 低利得アンテナの利用時における空中線電力の見直し検討 

 多様化する通信ニーズや利用形態を踏まえ、機器の小型・薄型のものの利用が多くなってきており、機器への搭載スペースを考慮し、空
中線一体型のもの等、空中線利得が低利得となり、必要な通信距離が確保できないなど課題がある。 
 このため、低利得アンテナの使用時において、空中線電力をEIRPで規定し、送信空中線利得の低下分を空中線電力で補えるように規定
を見直しを検討。 

3 

中出力型アクティブ系小電力無線システム（20mW以下のもの）を想定した場合のイメージ 

16 

0 

［ dBm ］ 

［ dBi ］ 

空中線電力 

送
信
空

中
線
利
得

 

13 

EIRP：16dBm 

 EIRP（16dBm）以下となる場合は、

低下分を送信空中線の利得で補う
ことが可能とする 

現行基準 

3 

16 

0 

［ dBm ］ 

［ dBi ］ 

空中線電力 

送
信
空

中
線
利
得

 

13 

EIRP：16dBm 

 EIRP（16dBm）以下となる場合は、

低下分を送信空中線の利得又は空
中線電力で補うことが可能とする 

変更案 

24 

-8 

【基本的な考え方】 

  現行基準では、基準となる空中線電力と送信空中線利得による等価等方輻射電力（EIRP）を条件とし、基準のEIRPの範囲内で、空中線
電力の低下分を送信空中線利得で補うことができる。 

  変更案は、アンテナ一体型等の無線設備における低利得アンテナの利用を前提として、現行基準のEIRPの範囲内であれば、空中線利
得の低下分を空中線電力で補うこととするものである。なお、EIRPで規制するものであり、かつ、そのEIRP基準は現行基準（空中線電力
と空中線利得）を踏まえたものであることから、他の無線局へ著しく影響を与えるものでない。 

  EIRPにおける空中線電力の上限としては、アクティブ系におけるアンテナ一体型のものの空中線利得が一般的に-2～-6dBi程度である
ことを考慮しつつ、かつ、高出力型で認められている空中線電力の250mW（24dBm）を最大とすることが適当である。また、パッシブ型に
おけるアンテナ一体型のもの（ハンディータイプ）の空中線利得は一般的に0～-3dBi程度であることを踏まえ、EIRPの電力を考慮し、高出
力型のものは最大4W、中出力型のものは最大500mWとすることが適当である。 
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920MHz帯小電力無線システムの技術基準の見直しの検討⑤ 

■ 低利得アンテナの利用時（低下分を空中線電力で補う場合）におけるキャリアセンスレベルの検討 

  低利得アンテナを使用し、かつ、空中線電力の増力で必要な通信エリアを確保する場合には、送信性能と受信性能の
バランスを考慮し、必要な通信エリア内において他の無線通信の使用状況を検知できるようキャリアセンスレベルの見
直しが必要と考えられる。 

  低利得アンテナの使用は、受信性能も低下することから、必要な通信エリア内におけるキャリアセンスの検知能力を十
分に確保するため、空中線電力の増力した分について、キャリアセンスレベルを引き下げることが適当である。 

  具体的には、既存の技術基準を踏まえ、現行基準の空中線電力（例えば、中出力型アクティブ系小電力無線システム
の場合は、空中線電力20mW）を基本とし、低利得アンテナの使用時において、当該現行基準の空中線電力を超えるも
のにあっては、その増加分に応じて、現行のキャリアセンスレベルの基準値（-80dBm）を引き下げることとする。 

-97 

13 
（20mW） 

24 
（250mW） 

［dBm］ 

［dBm］ 

-80 

現行基準値 

新たな基準値 
（20mWタイプ） 

○現行規定 

 キャリアセンスは、受信入力電力の値が給電線入力
点において（－）80dBm以上の値である場合には、当該

値を受信した無線チャネルにおける電波の発射は行わ
ないものであること。 

○見直し案 

 キャリアセンスは、受信入力電力の値が給電線入力点
において（－）80dBm（空中線電力が20mWの値を超える
ものにあっては、その超えた分を（－）80dBmから除した

値とする。）以上の値である場合には、当該値を受信した
無線チャネルにおける電波の発射は行わないものである
こと。 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽﾚﾍﾞﾙと空中線電力】 

0 
（1mW） 

-110 ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
ｾ
ﾝ
ｽ
ﾚ
ﾍ
ﾞﾙ

 

空中線電力 

-93 

中出力型アクティブ系小電力無線システム（20mW以下）の場合 

低利得アンテナ使用時の 
空中線電力の緩和 
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920MHz帯小電力無線システムの技術基準の見直し検討⑥ 

■ 低利得アンテナの利用時における送信電力等の緩和（まとめ） 

■ その他 

○識別符号の符号長の見直し 

  電気通信回線に接続する端末設備における識別符号の符号長については、48ビット以上と規定してきたところで
あるが、 近年の新たな利用ニーズであるSIGFOXやLoRa方式等の国際的な無線システムの導入を踏まえ、当該無
線システムとの整合を図るため、端末設備における識別符号の符号長を32ビット以上に見直すこととする。 

   なお、識別符号の符号長の下限を見直すものであり、既存無線局への影響はない。 

対象システム ①基準空中線 
電力 

②基準送信 
空中線利得 

③基準EIRP 
（①＋②）（注１） 

④最大空中線 
電力（注１） 

⑤基準ｷｬﾘｱ 
ｾﾝｽﾚﾍﾞﾙ 

⑥ｷｬﾘｱｾﾝｽ 
ﾚﾍﾞﾙ（注２） カテゴリー 局種 

パッシブ型 
構内無線局 1W 

(30dBm) 6dBi 36dBm 4W 
(36dBm) -74dBm -74-P dBm 

特定小電力無線局 250mW 
(24dBm) 3dBi 27dBm 500mW 

(27dBm） -74dBm -74-P dBm 

アクティブ型 

特定小電力無線局 
（中出力型） 

20mW 
(13dBm) 3dBi 16dBm 250W 

(27dBm) -80dBm -80-P dBm 

特定小電力無線局 
（低出力型） 

1mW 
(0dBm) 3dBi 3dBm 250mW 

(27dBm) （ｷｬﾘｱｾﾝｽ不要） （ｷｬﾘｱｾﾝｽ不要） 

注１ 基準EIRP（空中線電力の許容偏差の上限値20%以内（0.8dB以内）を考慮。）の範囲内を条件とし、低利得アンテナ使用時において基準空中線電力を
超えて最大空中線電力まで使用が可能。 

注２ キャリアセンスレベルは、空中線電力が基準空中線電力を超える場合にあっては、その超えた分（P）を基準キャリアセンスレベルから減じる値とする。 

注３ アクティブ型の簡易無線局(250mW)については、空中線電力も高出力であって、長距離通信の利用を目的とするものであり、低利得アンテナの利用
ニーズが想定されないことから対象外とする。 

前提条件 ： 低利得アンテナの使用においては、アンテナ一の小型化や送信装置と一体型である利用形態を踏まえ、
かつ、不法改造防止等の観点から、無線設備は一の筐体に収められており、かつ、容易に開けられない
構造であるものとする。 
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技術的条件の見直し（まとめ）① 

現行 変更案 

カテゴリー 構内無線局 特定小電力無線局 構内無線局 特定小電力無線局 

電波の型式 N0N、A1D、AXN、H1D、R1D、J1D、F1D、F2D及びG1D 規定しない。 

空中線電力 1W以下 250mW以下 1W以下 
ただし、無線設備が一の筐体
に収められており、かつ、容易
に開けられない構造である場
合であって、等価等方輻射電
力が36.8dBm以下となるもの
にあっては、4W以下とするこ
とができる。 

250mW以下 
ただし、無線設備が一の筐体
に収められており、かつ、容易
に開けられない構造である場
合であって、等価等方輻射電
力が27.8dBm以下となるもの
にあっては、500mW以下とす
ることができる。 

送信空中線 6dBi以下 
ただし、等価等方輻射電力が、
36dBm（6dBiの送信空中線に
1Wの空中線電力を加えたと

きの値）以下となる場合は、そ
の低下分を送信空中線の利
得で補うことができる。 
 

3dBi 以下 
ただし、等価等方輻射電力が、
27dBm（3dBiの送信空中線に
250mWの空中線電力を加え

たときの値）以下となる場合は、
その低下分を送信空中線の
利得で補うことができる。 

6dBi以下 
ただし、等価等方輻射電力が、
36.8dBm（6dBiの送信空中線
に1Wの空中線電力とその許

容偏差の上限を加えたときの
値）以上となる場合は、その超
えた分を送信空中線の利得で
減ずるものとし、当該値以下と
なる場合は、その低下分を送
信空中線の利得で補うことが
できる。 

3dBi 以下 
ただし、等価等方輻射電力が、
27.8dBm（3dBiの送信空中線
に250mWの空中線電力とそ

の許容偏差の上限を加えたと
きの値）以上となる場合は、そ
の超えた分を送信空中線の
利得で減ずるものとし、当該
値以下となる場合は、その低
下分を送信空中線の利得で
補うことができる。 

キャリアセンス 
レベル 

-74dBm -74dBm（空中線電力が10mW
以下の場合は-64dBm） 
 

-74dBm 
ただし、空中線電力が1Wを超

えるものにあっては、その超え
た分、キャリアセンスレベルを
減ずる。 

-74dBm（空中線電力が10mW
以下の場合は-64dBm） 
ただし、空中線電力が250mW
を超えるものにあっては、その
超えた分、キャリアセンスレベ
ルを減ずる。 

○パッシブ型無線システムの技術的条件 【見直し項目のみ】 

電波型式の見直し 

低利得アンテナの使用時における空中線電力の見直し 

低利得アンテナの使用時における空中線電力の見直し 

低利得アンテナの使用時における空中線電力の見直し 
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現行 変更案 

カテゴリー 簡易無線局 特定小電力無線局
（中出力） 

特定小電力無線局
（低出力） 簡易無線局 特定小電力無線局

（中出力） 
特定小電力無線局

（低出力） 

周波数の
許容偏差 

±20×10-6以内 ±20×10-6以内 
ただし、単一の単位チャネルを使用する場合にあっては指定周波数
帯によることができる。この場合、割当周波数は単位チャネルの中心
周波数とし、指定周波数帯の幅は単位チャネルの帯域幅とする。 

空中線 
電力 

250mW以下 1mWを超え20mW
以下 

1mW以下 250mW以下 
 
 
＜変更なし＞ 

20mW以下 
ただし、無線設備が
一の筐体に収めら
れており、かつ、容
易に開けられない構
造である場合であっ
て、等価等方輻射電
力が16.8dBm以下と

なるものにあっては、
250mW以下とするこ
とができる。 

1mW以下 
ただし、無線設備が
一の筐体に収めら
れており、かつ、容
易に開けられない構
造である場合であっ
て、等価等方輻射電
力が3.8dBm以下と

なるものにあっては、
250mW以下とするこ
とができる。 

送信空中
線 
（※） 

3dBi以下 
ただし、等価等
方輻射電力が、
27dBm（3dBiの送

信空中線に
250mWの空中

線電力を加えた
ときの値）以下と
なる場合は、そ
の低下分を送信
空中線の利得で
補うことができる。 

3dBi以下 
ただし、等価等方輻
射電力が、16dBm
（3dBiの送信空中
線に20mWの空中

線電力を加えたと
きの値）以下となる
場合は、その低下
分を送信空中線の
利得で補うことがで
きる。 

3dBi以下 
ただし、等価等方輻
射電力が、3dBm
（3dBiの送信空中線
に1mWの空中線電

力を加えたときの
値）以下となる場合
は、その低下分を送
信空中線の利得で
補うことができる。 

3dBi以下 
ただし、等価等方輻
射電力（※）が、
27.8dBm以下となる

場合は、その低下分
を送信空中線の利
得で補うことができ
る。 
 
 
 

3dBi以下 
ただし、等価等方輻
射電力（※）が、
16.8dBm以上となる

場合は、その超えた
分を送信空中線の
利得で減ずるものと
し、当該値以下とな
る場合は、その低下
分を送信空中線の
利得で補うことがで
きる。 

3dBi以下 
ただし、等価等方輻
射電力（※）が、
3.8dBm以上となる場

合は、その超えた分
を送信空中線の利
得で減ずるものとし、
当該値以下となる場
合は、その低下分を
送信空中線の利得
で補うことができる。 

技術的条件の見直し（まとめ）② 

○アクティブ型無線システムの技術的条件 【見直し項目のみ】① 

※ 変更案の等価等方輻射電力は、基準の空中線電力（許容偏差を含む。）と送信空中線利得を加えた値とする。 

低利得アンテナの使用時における空中線電力の見直し 

狭帯域の周波数の使用方法の見直し 

低利得アンテナの使用時における空中線電力の見直し 
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現行 変更案 

カテゴリー 簡易無線局 特定小電力無線局
（中出力型） 

特定小電力無線局
（低出力型） 簡易無線局 特定小電力無線局

（中出力型） 
特定小電力無線局（低

出力型） 

送信時間 
制限 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：5ms以
上】 
 送信：4s以内 
 休止50ms以上 
 
【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：128μs
以上5ms未満】 
 送信：400ms以内 
 休止：2ms以上 
 総和：360s/h以下 
 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：5ms以上】 
 送信：4s以内 
 休止50ms以上 
 
【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：128μs以
上5ms未満】 
 送信：400ms以内 
 休止：2ms以上 
 総和：360s/h以下 
 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ不要】 
①916-928MHz 
 送信：100mS以内 
 休止：100ms以上 
 総和：3.6s/h以下 
②928.15-929.65MHz 
 送信：50mS以内 
 休止：50ms以上 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：5ms以
上】 
 送信：4s以内 
 休止50ms以上 
 
【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：128μs
以上5ms未満】 
 送信：400ms以内 
 休止：2ms以上 
 総和：360s/h以下 
 
 
※5ms以下（一の単

位チャネルを使用
する場合は50ms
以下）のACKは、
総和に含めない。 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：5ms以
上】 
 送信：4s以内 
 休止50ms以上 
 
【ｷｬﾘｱｾﾝｽ：128μs以
上5ms未満】 
 送信：400ms以内 
 休止：2ms以上 
 総和：360s/h以下 
 
 
※1mW以下の場合

でも、使用可能とす
る。 

※5ms以下（一の単

位チャネルを使用
する場合は50ms以
下）のACKは、総和
に含めない。 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ不要】 
①916-928MHz 
 送信：100mS以内 
 休止：100ms以上 
 総和：3.6s/h以下 
②928.15-929.65MHz 
 送信：50mS以内 
 休止：50ms以上 
 
＜変更なし＞ 
 

キャリアセン
スレベル 

-80dBm -80dBm 【ｷｬﾘｱｾﾝｽ不要】 -80dBm 
 
 
＜変更なし＞ 

-80dBm 
ただし、空中線電
力が20mWを超え

るものにあっては、
その超えた分、
キャリアセンスレベ
ルを減ずるものと
する。 

【ｷｬﾘｱｾﾝｽ不要】 
 
＜変更なし＞ 
 

識別符号 48ビット以上 32ビット以上 

技術的条件の見直し（まとめ）③ 

○アクティブ型無線システムの技術的条件 【見直し項目のみ】② 

低利得アンテナの使用時における空中線電力の見直し 

送信時間制限の見直し 

識別符号の見直し 
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上記以外の技術的条件については、現行基準のとおりとする。 



920MHz帯小電力無線システムの高度化に係る今後の課題 

■ 今後の課題  

(1) アクティブ系小電力無線システムの送信時間制限の見直しへの対応 

   920MHz帯の周波数の利用が広がり、様々な通信ニーズに対応するため、多種多様なアクティブ系小電力無

線システムの導入が進む中、スター型や中継型のネットワーク構成、マルチホップ通信、音声データ等の連続
送信が必要なシステム等、現行基準でも利用可能ではあるものの、より利便性を向上する観点から送信時間
制限の見直しについて要望がある。このため、更なる利用ニーズを精査し、その解決方法の実現性を考慮する
とともに、今後の普及予測や他の無線システムへの影響を踏まえ、送信時間制限の見直しについて検討を進
めることが求められる。  

 
(2) パッシブ系電子タグシステムの使用環境の多様化への対応 

   現在、高出力型パッシブ系電子タグシステムについては、構内無線局として規定されており、工場等の一の
構内においてのみ使用が可能である。一方、諸外国においては、マラソンでのタイム測定システム等の安価な
計測システムとして、広く屋外でも利用されている。多様化するニーズに対応するため、使用環境の多様化へ
の対応について検討を進めることが求められる。 

 

(3) 電気通信サービスへの対応 

IoT社会では、多種多様なモノがネットワークに接続されることから、インフラ構築、IoTデバイスによる情報収
集、データ分析等、多様なプレーヤーが連携してサービスを提供することが想定される。これまで920MHz帯は

自営系の無線システムの利用が中心であったが、今後は、このような利用形態も視野に入れた制度整備が求
められる。 
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